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平成30年度　管理職選考申込状況
Ⅰ類（全部、分割及び免除受験方式）及びⅡ類

� （単位：件、％）

有資格者数 申込者数 申込率 30年度
合格予定者数30年度 29年度 30年度 29年度 増　減 30年度 29年度

Ⅰ
類

事　務 12,530
（7,956）

14,170
（9,142）

533
（79）

523
（81） 10 4.3  3.7  107※

技術Ⅰ 656
（77）

669
（72）

92
（3）

104
（3） △ 12 14.0  15.5 

36技術Ⅱ 442
（91）

453
（90）

56
（2）

55
（2） 1 12.7  12.1 

技術Ⅲ 1,376
（869）

1,443
（923）

72
（15）

67
（9） 5 5.2  4.6 

小計Ａ 15,004
（8,993）

16,735
（10,227）

753
（99）

749
（95） 4 5.0  4.5  143

Ⅱ

類

事　務 849
（219）

868
（215）

94
（22）

100
（24） △ 6 11.1  11.5  48※

技　術 198
（39）

189
（40）

24
（4）

27
（9） △ 3 12.1  14.3  16

小計Ｂ 1,047
（258）

1,057
（255）

118
（26）

127
（33） △ 9 11.3  12.0  64

計Ａ＋Ｂ 16,051
（9,251）

17,792
（10,482）

871
（125）

876
（128） △ 5 5.4  4.9  207

（注）　（　）内の値は、女性の人数を内数で表したものです。
※Ⅰ類事務・Ⅱ類事務の合格予定者数は、各区が算出した需要数の合計で要綱発表時（4月）の人数です。

前倒し受験方式
（単位：人、％）

有資格者数 申込者数 申込率
30年度 29年度 30年度 29年度 増　減 30年度 29年度

事　務 3,155
（1,683）

3,437
（1,941）

266
（30）

217
（34） 49 8.4  6.3 

技術Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 770
（302）

802
（323）

58
（6）

69
（4） △ 11 7.5  8.6 

小　計 3,925
（1,985）

4,239
（2,264）

324
（36）

286
（38） 38 8.3  6.7 

管理職選考の受験申込者数及び申込率の推移

平
成
30
年
度
管
理
職
選
考
の
申
込
状
況
が
ま
と
ま
り

ま
し
た
。

〈
全
体
の
申
込
状
況
﹀

Ⅰ
類
（
全
部
、
分
割
及
び
免
除
受
験
方
式
）
が

7
5
3
人
、
Ⅱ
類
が
1
1
8
人
、
合
計
8
7
1
人
と
な

り
、
前
年
度
に
比
べ
5
名
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。
全

体
の
申
込
率
は
、
前
年
度
よ
り
0
・
5
ポ
イ
ン
ト
増
と

な
る
5
・
4
％
で
し
た
。
Ⅰ
類
技
術
の
選
考
区
分
に
お

い
て
は
、
申
込
者
数
が
6
名
減
少
し
ま
し
た
。

筆
記
考
査
は
、
8
月
25
日
（
土
）

試
験
会
場
は
、
大
正
大
学

〈
分
割
受
験
方
式
﹀
※
1

1
6
7
名
の
申
し
込
み
が
あ
り
、
前
年
度
に
比
べ
11

名
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

〈
免
除
受
験
方
式
﹀
※
2

免
除
資
格
を
得
て
い
る
4
0
4
人
に
対
し
、
3
0
3

人
の
申
し
込
み
が
あ
り
、
他
の
受
験
方
式
に
比
べ
高
い

申
込
率
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

〈
前
倒
し
受
験
方
式
﹀
※
3

申
込
者
数
は
3
2
4
人
と
な
り
、
申
込
者
数
は
前
年

度
に
比
べ
38
人
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

※
1　

�

分
割
受
験
方
式
と
は
、
択
一
・
短
答
式
問
題
受
験
の

免
除
資
格
を
得
る
た
め
、
択
一
・
短
答
式
問
題
の
み

を
受
験
す
る
方
式
で
す
。

※
2　

�

免
除
受
験
方
式
と
は
、
択
一
・
短
答
式
問
題
受
験
の

免
除
資
格
を
得
て
い
る
人
が
、
記
述
式
問
題
及
び
論

文
式
問
題
を
受
験
す
る
方
式
で
す
。

※
3　

�

前
倒
し
受
験
方
式
と
は
、
主
任
の
職
に
あ
り
、
そ
の

在
職
期
間
が
3
〜
5
年
目
の
人
（
経
験
者
採
用
制

度
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
人
等
の
特
例
あ
り
）
が
、
択

一
・
短
答
式
問
題
受
験
の
免
除
資
格
を
得
る
た
め
、

択
一
・
短
答
式
問
題
の
み
を
受
験
す
る
方
式
で
す
。

行
政
需
要
の
拡
大
及
び
大
量
退
職
に
よ
り
今
後
も
需

要
数
が
一
定
以
上
見
込
ま
れ
ま
す
。
人
事
委
員
会
事
務

局
は
、
引
き
続
き
有
資
格
者
の
方
の
積
極
的
な
受
験
を

呼
び
か
け
て
い
き
ま
す
。

受
験
者
の
皆
さ
ん
は
、
万
全
の
状
態
で
当
日
を
迎
え

ら
れ
る
よ
う
、
し
っ
か
り
と
準
備
を
し
て
く
だ
さ
い
。

（
特
別
区
人
事
委
員
会
事
務
局
）

（年度）

（人） （％）
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0.0
21 22 23 24 25 26 27 28 29

Ⅰ類（注2） Ⅱ類　　　（左メモリ）
Ⅰ類申込率（注2） Ⅱ類申込率（右メモリ）

30

18.7

15.5 12.3 12.0
10.6

11.6 11.8 12.0

1,221
988

4.9

233

1,133
915

4.7

218

1,035
846

4.5

189

931
784
4.2

147

898

754
4.1

144

850
727
4.1

123

845
715
4.1

130

867
742
4.4

125

871
753

5.0

118

876
749
4.5

127

19.4

11.3

（注２）	・平成21年度については、通常及び分割受験方式の受験申込者数及び申込率
	 ・�平成 22年度から30年度については、全部、分割及び免除受験方式の受

験申込者数及び申込率
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特
別
区
長
会
は
、
7
月
9
日
（
月
）

に
幼
児
教
育
無
償
化
に
つ
い
て
内
閣
府

の
松
山
政
司
国
務
大
臣
に
、
7
月
17
日

（
火
）
に
不
合
理
な
税
制
改
正
等
と
幼

児
教
育
無
償
化
に
つ
い
て
野
田
聖
子

総
務
大
臣
に
対
し
、
要
望
書
を
提
出

し
ま
し
た
。

不
合
理
な
税
制
改
正
等
の
動
き

こ
れ
ま
で
国
は
、「
税
源
の
偏
在
是

正
」
の
名
の
も
と
に
、
地
方
法
人
課
税

の
一
部
国
税
化
や
地
方
消
費
税
の
清
算

基
準
の
見
直
し
な
ど
の
税
制
改
正
を
進

め
て
き
ま
し
た
。

そ
の
影
響
額
に
ふ
る
さ
と
納
税
も
含

め
た
特
別
区
の
減
収
は
、
消
費
税
率

10
％
段
階
に
お
い
て
は
2
千
億
円
に
迫

る
規
模
と
な
り
ま
す
。
2
千
億
円
と
い

う
額
は
、
特
別
区
に
お
け
る
人
口
50
万

人
程
度
の
財
政
規
模
に
相
当
す
る
衝
撃

的
な
額
で
す
。

地
方
自
治
体
間
の
税
源
の
偏
在
は
地

方
交
付
税
で
是
正
さ
れ
て
い
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
人
口
一
人
当
た
り
の
税
収

額
の
み
に
焦
点
を
当
て
ら
れ
、
特
別
区

の
税
財
源
が
一
方
的
に
奪
わ
れ
て
い
ま

す
。今

回
の
要
望
で
は
、
地
方
税
の
本
旨

を
無
視
し
た
不
合
理
な
税
制
改
正
等
で

都
市
部
か
ら
税
源
を
奪
う
の
で
は
な

く
、
国
の
責
任
に
お
い
て
地
方
自
治
体

の
税
財
源
の
拡
充
を
図
る
べ
き
と
し
、

ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
る
住
民
税
控
除
額

の
上
限
を
1
割
に
戻
す
こ
と
や
地
方
法

人
課
税
の
一
部
国
税
化
の
復
元
、
地
方

消
費
税
清
算
基
準
を
本
来
の
趣
旨
に

沿
っ
た
基
準
に
す
る
こ
と
な
ど
、
具
体

的
な
提
案
を
行
っ
て
い
ま
す
。

幼
児
教
育
無
償
化
の
影
響

国
に
お
い
て
幼
児
教
育
無
償
化
の
方

針
が
打
ち
出
さ
れ
、
そ
の
財
源
は
、
消

費
税
率
10
％
へ
の
引
上
げ
に
よ
る
財
源

を
活
用
す
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
仮
に

経
費
の
一
部
を
地
方
自
治
体
が
負
担
す

る
こ
と
に
な
っ
た
場
合
に
は
、
特
別
区

の
負
担
は
、
少
な
く
と
も
3
百
億
円
を

超
え
る
規
模
に
な
る
と
見
込
ま
れ
ま

す
。し

か
し
、
特
別
区
は
不
合
理
な
税
制

改
正
等
に
よ
り
大
幅
な
減
収
が
見
込
ま

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
消
費
税
率
の
引

上
げ
に
よ
る
増
収
は
約
76
億
円
に
留
ま

り
ま
す
。

こ
の
た
め
、
幼
児
教
育
無
償
化
に
要

す
る
経
費
だ
け
で
も
、
既
に
増
収
額
を

大
き
く
上
回
っ
て
し
ま
い
、
消
費
税
率

の
引
上
げ
に
よ
り
実
現
さ
れ
る
べ
き

「
社
会
保
障
の
充
実
及
び
安
定
化
」
の

財
源
を
担
保
す
る
こ
と
は
お
ろ
か
、
現

状
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
財
源
す
ら
削
ら

ざ
る
を
得
な
い
こ
と
と
な
り
ま
す
。

要
望
で
は
、
幼
児
教
育
無
償
化
を
実

施
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
国
が
自
ら
の
責

任
の
も
と
全
て
の
財
源
を
確
保
す
べ
き

で
あ
る
こ
と
を
主
張
し
て
い
ま
す
。

今
後
の
地
方
税
制
の
動
向
等

平
成
30
年
度
与
党
税
制
改
正
大
綱
で

は
、
地
方
法
人
課
税
に
お
け
る
税
源
の

偏
在
を
是
正
す
る
新
た
な
措
置
に
つ
い

て
検
討
す
る
と
し
て
、
さ
ら
に
都
市
部

か
ら
税
源
を
吸
い
上
げ
る
動
き
が
表
面

化
し
て
い
ま
す
。
特
別
区
の
貴
重
な
税

源
を
奪
う
こ
と
な
く
、
国
の
責
任
に
お

い
て
地
方
自
治
体
の
税
財
源
の
拡
充
を

図
る
べ
き
で
す
。

特
別
区
長
会
で
は
、
今
回
の
要
望
活

動
に
引
き
続
き
、
今
後
も
地
方
税
制
の

あ
り
方
等
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
、
特

別
区
の
考
え
方
を
示
し
て
い
く
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。（

特
別
区
長
会
事
務
局
）

不合理な税制改正等に関する要望及び
幼児教育無償化に関する要望について

内閣府　特命担当大臣（少子化対策）
　松山　政司　様

「幼児教育無償化」に関する要望について

　「新しい経済政策パッケージ」において、「３歳から５歳までの全ての
子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園の費用を無償化する。」という
幼児教育無償化の方針が打ち出され、その財源については、「消費税率
10％への引上げによる財源を活用する。」とされました。
　幼児教育無償化に要する経費の一部を自治体が負担することになった
場合、特別区の負担は少なくとも300億円を超える規模になると見込まれ
ます。
　一方、「地方消費税の清算基準の抜本的な見直し」や「法人住民税国税
化」をはじめとした不合理な税制改正等による大幅な減収の影響により、
消費税率10％段階での特別区の増収額は約76億円に留まります。
　幼児教育無償化に要する経費だけでも、既に10％段階における増収額
を大きく上回ってしまい、消費税率の引き上げにより実現されるべき
「社会保障の充実及び安定化」の財源を担保することはおろか、現状の行
政サービスの財源すら削らざるを得ないこととなります。
　これらに加えて、平成30年度与党税制改正大綱では、「特に偏在度の
高い地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置について」、
「平成31年度税制改正において結論を得る。」とされており、特別区は更
なる減収を強いられる可能性さえあります。
　「社会保障充実のための消費増税」と謳いながら、特別区においては
増税とサービス悪化の二重の負担を区民に強いることとなり、到底受け
入れられるものではありません。
　国の施策により、幼児教育無償化を実施するのであれば、国が自らの
責任のもと全ての財源を確保することを、強く要望いたします。

平成30年７月９日
特別区長会会長　西川　太一郎

【幼児教育無償化に関する要望書（全文）】� ※下記は松山大臣あて要望書

【平成30年７月９日　内閣府 松原国務大臣に要望書を提出】

左から武井幹事（港区長）、青木副会長（葛飾区長）、西川会長（荒川区長）、
松山大臣、成澤幹事（文京区長）、山本幹事（墨田区長）

【平成30年７月17日　野田総務大臣に要望書を提出】

左から武井幹事（港区長）、野田大臣、
西川会長（荒川区長）、松原副会長（大田区長）
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　総務大臣
　　野田　聖子　様

不合理な税制改正等に関する要望について
　「地方創生の推進」と「税源偏在是正」の名のもと、地方法人課税の一部国税化や地方消費税の清算基準の見直し、ふ
るさと納税等の不合理な税制改正等により、特別区の貴重な税源は一方的に奪われています。
　こうした不合理な税制改正等による特別区全体の影響額は現時点で1,300億円超、消費税率10％段階においては2,000億円
に迫る規模であり、特別区における人口50万人程度の財政規模に相当する衝撃的な額です。
　平成30年度与党税制改正大綱では「特に偏在性の高い地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置について
検討し、平成31年度税制改正において結論を得る」とされ、さらに都市部から税源を吸い上げる動きが表面化しています。
　地方税を国税化して再配分する手法は、応益負担や負担分任という地方税の本旨を無視したものです。本来、地方財源
の不足や地域間の税収等の格差については、国の責任において地方交付税財源の法定率を引き上げ、調整するべきです。
　特別区は、持続的な都市の発展のために取り組むべき喫緊の課題や将来的な課題が山積しています。また、地方交付税
交付金の不交付団体であることから、経済危機や大規模災害により地方税等が大幅に減収する場合にも交付金等に頼らず
に自らの財源で積立てた基金の活用等により対応する必要があります。
　地方税に地方交付税等を合わせた人口一人当たりの収入額では、東京は全国平均と同水準であり、人口一人当たり税収
額のみをもって地域間格差を比較するのは適当ではありません。
　備えとしての基金の増加や税収の多寡という側面にのみ焦点を当てて、あたかも財源に余裕があるとする議論は容認で
きません。
　今必要なことは、全国各地域が自らの責任で真に必要な住民サービスを提供するとともに、自治体間の積極的な交流や
協働事業によって共存共栄する良好な関係構築を図ることであり、税源の奪い合いにより自治体間に不要な対立を生むよ
うな制度は認められません。
　不合理な税制改正等によって、これ以上、特別区の貴重な税源を奪うのではなく、国の責任において地方自治体の税財
源の拡充を図るよう、要望します。
　特に特別区財政への影響が多大である以下の３点について、強く要望します。

記
１　ふるさと納税
　　�　ふるさと納税については、返礼品を目的とした寄附の増加及びワンストップ特例制度導入等の制度拡充等により、

特別区民税の減収は、４年間で約34倍の約312億円にまで達する見込みです。
　　�　過剰な返礼品による見返りを受けた住民のみが実質的に税負担減の恩恵を受け、その他の住民は減収による行政

サービスの低下を受け入れざるを得ないといった不公平が生じるなど、制度の歪みが生じています。
　　�　全国自治体における平成29年度のふるさと納税の住民税控除額は、約1,767億円であり、地方交付税の交付団体では、

ふるさと納税により住民税が減収した場合は、地方交付税により約1,000億円が補填されるため、結果的に地方交付税
の財源を圧迫する要因となっています。

　　○　�ふるさと納税を活用する事業の趣旨や内容等に賛同を得られるような寄附を促すとともに、返礼品に対し厳しい
制限を設け、本来の趣旨を徹底すること。

　　○　�住民税控除額のうち、特例分の上限を所得割の「２割」から以前の「１割」に戻すとともに、控除額に上限を設
けること。

　　○　ふるさと納税受領額を地方交付税の基準財政収入額に算入すること。
　　○　�ふるさと納税による減収額については、地方交付税の不交付団体に対し、地方特例交付金等で補填することによ

り、交付団体と不交付団体の格差を調整すること。
　　○　ワンストップ特例制度によって自治体が負担している所得税控除分を、国が地方特例交付金等で補填すること。
　　○　�全国各地域と共存共栄の関係を構築するために、各地域との交流や協働事業など、自治体間の交流促進に対する

財源措置を講じること。

２　地方法人課税
　　�　地方税である法人住民税法人税割を一部国税化し、消費税率10％段階において、さらに拡大する法改正が行われま

した。これにより、特別区は今年度分だけでも約628億円、消費税率10％段階においては1,000億円を超える規模の減収
が予想されています。特別区は、これまでの不合理な税制改正によって既に多大な影響を受けており、更なる措置を
講じることは、断じて看過できません。

　　○　法人住民税法人税割について国税化したものを復元すること。
　　○　法人住民税、法人事業税のいずれであっても影響は甚大であることから、更なる措置を講じないこと。

３　地方消費税清算基準
　　�　平成30年度税制改正において、地方消費税清算基準の不合理な見直しが強行され、特別区の減収額は約380億円、

10％段階においては約485億円となる見込みです。
　　�　このため特別区では、法人住民税国税化による減収と合わせると地方消費税増税分が相殺されてしまい、本来対応

すべき待機児童対策をはじめとする社会保障施策の充実を図るための財源が担保されないこととなります。
　　○　�地方消費税の清算基準は、あくまで「税収を最終消費地に帰属させる」という清算基準の本来の趣旨に沿った基

準を用いて、統計カバー率を引き上げること。

平成30年７月17日
特別区長会会長　西川　太一郎

【不合理な税制改正等に関する要望書（全文）】
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【不合理な税制改正等の現状と課題】
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平
成
29
年
度
の
特
別
区
長
会
の
収
入
支
出
決

算
額
は
、
収
入
額
1
億
6
1
8
1
万
2
9
4
7

円
、
支
出
額
は
1
億
5
1
8
0
万
5
8
7
7
円

で
し
た
。

執
行
に
あ
た
っ
て
は
、
事
務
事
業
の
適
切
な

運
営
と
経
費
節
減
に
努
め
ま
し
た
。
主
な
内
容

は
次
の
と
お
り
で
す
。

 

収　

入

◎�

各
区
か
ら
の
分
担
金
4
6
0
0
万
円
（
1
区

あ
た
り
2
0
0
万
円
）

◎�

（
公
財
）
東
京
都
区
市
町
村
振
興
協
会
か
ら

の
助
成
金
1
億
8
2
6
万 

1
3
1
6
円

・
北
京
市
区
交
流
事
業

・�

特
別
区
全
国
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
連
事

業

◎
前
年
度
繰
越
金
7
5
5
万
1
6
3
1
円

 

支　

出

◎
管
理
費　

2
8
8
8
万
3
2
5
5
円

（
主
な
経
費
）

・�

事
務
室
使
用
経
費
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
運

営
等
事
務
局
運
営
経
費

◎
事
業
費　

1
億
2
2
9
2
万
2
6
2
2
円

（
主
な
経
費
）

①�

区
長
会
等
の
会
議
体
の
運
営
に
関
す
る
経

費
②�
特
別
区
の
事
務
事
業
、
都
区
財
政
調
整
等

の
税
財
政
及
び
都
区
の
あ
り
方
検
討
等
に

関
す
る
調
査
研
究
経
費

③�

特
別
区
関
係
団
体
へ
の
負
担
金
等
の
経
費

④�

「
北
京
市
区
交
流
事
業
」
に
係
る
経
費

⑤�

「
特
別
区
全
国
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
連

事
業
」
に
係
る
経
費（

特
別
区
長
会
事
務
局
）

平
成
29
年
度

特
別
区
長
会
の
決
算
概
要

■�

都
市
部
に
お
け
る
木
材
利
用
の
拡
大
に
向
け

て
■�

密
集
市
街
地
の
安
全
性
確
保
及
び
住
宅
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
制
度
に
つ
い
て

■�

東
京
都
地
域
防
災
計
画
（
震
災
編
）
の
修
正

及
び
全
国
に
お
け
る
平
成
29
年
度
の
災
害
事

例
等
に
つ
い
て

■�

東
京
都
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

準
備
局
か
ら
の
情
報
提
供
等
に
つ
い
て

■�

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
協
議
会
（
7
月

9
日
開
催
）
報
告
に
つ
い
て

■�

特
別
区
全
国
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て

■�「
平
成
30
年
7
月
豪
雨
」に
係
る
対
応
に
つ
い
て

■�「
不
合
理
な
税
制
改
正
等
」
及
び
「
幼
児
教

育
無
償
化
」
に
関
す
る
要
望
に
つ
い
て

■
都
区
の
あ
り
方
検
討
に
つ
い
て

■
区
長
会
専
門
部
会
の
構
成
に
つ
い
て

■�

各
種
審
議
会
委
員
等
の
推
薦
に
つ
い
て

（
特
別
区
長
会
事
務
局
）

■�

特
別
区
議
会
議
員
講
演
会
（
平
成
30
年
度
第

2
回
）
に
つ
い
て

■�

特
別
区
長
会
調
査
研
究
機
構
に
つ
い
て

■
議
長
会
の
要
望
活
動
に
つ
い
て

（
特
別
区
議
会
議
長
会
事
務
局
）

平
成
30
年
7
月

区
長
会
・
議
長
会
の
主
な

案
件
等

7.13

会
長
区

7.18

会
長
議
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平成29年度　特別区非常勤職員の
公務災害・通勤災害について

■
平
成
29
年
度
の
認
定
状
況

特
別
区
非
常
勤
職
員
の
公
務
災
害
と

通
勤
災
害
の
認
定
件
数
は
1
1
1
件
で

し
た
。

公
務
災
害
は
84
件
（
28
年
度
よ
り
8

件
増
）。
職
種
別
に
見
る
と
、「
2
保
育

士
等
」「
4
各
種
指
導
員
」「
5
事
務
補

助
」「
12
児
童
厚
生
員
等
」の
4
職
種
で

全
体
の
約
9
割
を
占
め
て
い
ま
す
。
年

齢
層
別
に
見
る
と
、
例
年
50
代
以
上
で

6
割
前
後
を
占
め
て
い
ま
す
が
、
20
代

が
3
倍
増
し
ま
し
た
（
3
件
→
13
件
）。

ま
た
、
通
勤
災
害
は
27
件
（
28
年
度

よ
り
3
件
増
）。
職
種
別
に
見
る
と
、

「
2
保
育
士
等
」「
4
各
種
指
導
員
」

「
5
事
務
補
助
」
の
3
職
種
で
全
体
の

約
9
割
を
占
め
て
い
ま
す
。
年
齢
別
に

見
る
と
、
50
代
以
上
が
依
然
高
い
割
合

（
約
6
割
）
を
占
め
て
い
ま
す
が
、
40

代
以
下
も
倍
増
し
ま
し
た
（
5
件
→
10

件
）。

■
災
害
の
発
生
状
況
と
そ
の
原
因

公
務
災
害
の
事
例
の
約
4
割
は
、
児

童
厚
生
や
保
育
な
ど
に
従
事
す
る
職
員

が
仕
事
中
、
児
童
の
思
い
が
け
な
い
行

動
に
よ
っ
て
起
こ
っ
た
も
の
で
す
。

ま
た
、
執
務
室
内
の
電
源
コ
ー
ド
や

置
い
て
あ
っ
た
台
車
に
足
を
引
っ
か
け

転
倒
す
る
と
い
っ
た
職
場
環
境
に
起
因

す
る
災
害
も
見
受
け
ら
れ
ま
す
。

通
勤
災
害
の
事
例
の
約
4
割
は
、
自

転
車
の
運
転
中
に
起
き
た
も
の
で
す
。

通
行
人
や
対
向
自
転
車
を
避
け
よ
う
と

し
て
バ
ラ
ン
ス
を
崩
し
て
転
倒
す
る
と

い
っ
た
事
故
の
ほ
か
に
、
自
転
車
同
士

の
接
触
事
故
も
見
受
け
ら
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
雨
の
後
の
濡
れ
た
路
面
や
降

雪
後
の
凍
結
し
た
路
面
で
足
を
滑
ら
せ

て
転
倒
し
た
と
い
っ
た
事
故
も
目
立
っ

て
い
ま
す
。

■
災
害
を
防
ぐ
た
め
に

公
務
災
害
や
通
勤
災
害
は
、
ひ
と
た

び
発
生
す
る
と
、
職
場
の
み
な
ら
ず
、

被
災
職
員
の
家
庭
に
も
大
き
な
影
響
を

及
ぼ
し
ま
す
。
一
緒
に
仕
事
を
し
て
い

る
人
も
、
災
害
に
遭
っ
た
人
の
家
族

も
、
と
も
に
つ
ら
い
思
い
を
し
ま
す
。

災
害
の
原
因
と
い
う
の
は
、
い
ろ
い

ろ
な
と
こ
ろ
に
潜
ん
で
い
る
も
の
で
す

が
、
日
頃
の
注
意
喚
起
や
声
掛
け
等
で

防
止
で
き
る
も
の
も
あ
り
ま
す
。
今
一

度
、
職
場
の
安
全
衛
生
環
境
を
チ
ェ
ッ

ク
し
、『
災
害
件
数
ゼ
ロ
』
を
目
指
し

て
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

（
特
別
区
人
事
・
厚
生
事
務
組
合
厚
生
部
）

公務災害認定内訳� （平成29年4月分〜平成30年3月分）

1　職種別� （単位：件、％）

2　年齢層別

職種別
平成28年度 平成29年度

件数 割合 件数 割合

1 区議会議員 1 1.3 0 －
2 保 育 士 等 16 21.1 14 16.7
3 給食調理等 2 2.6 1 1.2
4 各種指導員 16 21.1 20 23.8
5 事 務 補 助 9 11.8 17 20.2
6 用 務 補 助 5 6.6 3 3.6
7 作 業 員 0 － 0 －
8 福祉協力員 0 － 0 －
9 徴収嘱託員 1 1.3 1 1.2

職種別
平成28年度 平成29年度

件数 割合 件数 割合

10 施設管理等 0 － 0 －
11 警 備 員 0 － 0 －
12 児童厚生員等 15 19.7 22 26.2
13 栄 養 士 0 － 0 －
14 介 添 員 0 － 0 －
15 一般業務補助 8 10.5 6 7.1
16 清 掃 関 係 3 3.9 0 －
17 そ の 他 0 － 0 －

計 76 84

平成29年度

平成28年度

9070 806050403020100

10代2件
20代3件

10代1件

20代13件

30代9件

30代4件 70代3件

40代13件

40代16件

50代25件

50代28件

60代24件

60代19件

件数

通勤災害認定内訳� （平成29年4月分〜平成30年3月分）

1　職種別� （単位：件、％）

2　年齢層別

職種別
平成28年度 平成29年度

件数 割合 件数 割合

1 区議会議員 0  － 0 －
2 保 育 士 等 2  8.3  7 25.9 
3 給食調理等 0  － 0 －
4 各種指導員 2  8.3  6 22.2 
5 事 務 補 助 15 62.5  11 40.7 
6 用 務 補 助 1  4.2  2 7.4 
7 作 業 員 0  － 0 －
8 福祉協力員 0  － 0 －
9 徴収嘱託員 0  － 0 －

職種別
平成28年度 平成29年度

件数 割合 件数 割合

10 施設管理等 0  － 0 －
11 警 備 員 0  － 0 －
12 児童厚生員等 2  8.3  1 3.7 
13 栄 養 士 0  － 0 －
14 介 添 員 2  8.3  0 －
15 一般業務補助 0  － 0 －
16 清 掃 関 係 0  － 0 －
17 そ の 他 0  － 0 －

計 24  27  

平成29年度

平成28年度

3020 25151050

30代1件 70代1件

件数

40代4件

20代3件 30代3件 40代4件

60代2件 70代2件

50代10件

50代13件

60代8件

※割合の計は、各職種を四捨五入しているため、100にならない場合があります。
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特別区職員研修所からのご案内

10月の研修メニューを紹介します

研修名 実施時期 申込条件・メインターゲット（★印）
専門研修

課税① 10/22（月）・23（火）・ 
     24（水）・26（金） 住民税賦課事務を担当する職務経験2年程度の職員

広報（チラシづくり）③ 10/3（水）・30（火） 区民向け講座などの企画及びチラシ作成を担当する職員
地域保健 10月上旬 保健所・保健センター等に勤務する保健師・栄養士・歯科衛生士等
高齢者地域支援 10月中旬 高齢者施策、高齢者保健福祉に携わる職務経験2年以上の職員
大人の発達障害 10/30（火） 発達障害のある人への支援に携わる職員
中堅保育士① 10月中旬 保育・子育て支援に携わる職務経験15年以上の職員
都市計画街路 10月下旬 都市計画街路事業を担当する職務経験1、2年程度の職員
公園 10月中旬 公園の設計・施工・管理を担当する職務経験1〜3年程度の職員
建築審査指導 10月上旬 建築審査指導を担当する職務経験1年程度の職員

ステップアップ研修
対話によるポジティブ・アプローチ⑥ 10/2（火）・3（水） 係長級以下の職員 ★主任の職員

係長のためのマネジメント② 10/5（金）・23（火） 係 長 級 の 職 員
★�タイムマネジメント、危機管理、目標管理、業務改善な
どのマネジメントスキルを効率よく体系立てて学びたい
係長級の職員

マネジメント実践のための
チームコーチング④ 10/5（金）・11/6（火） 係長級以上の職員

★�チーム（係）としての成果を最大化できる部下の育成や
支援を効果的に行うスキルを身に付けたい係長級の職員

思考力・論理構築力向上⑥ 10/16（火） 係長級以下の職員 ★主任の職員
モチベーション

コントロール② 10/25（木）・26（金） 主任以下の職員 ★�モチベーションを維持する自己管理の方法やストレス予
防の知識を学びたい主任以下の職員

メンタルヘルス
マネジメント② 10/29（月） 係 長 級 の 職 員

★�メンタルヘルスについての正しい知識とメンタルヘルス
不調の予防や早期発見・早期対応方法等のマネジメント
知識を身に付けたい係長級の職員

コミュニケーション
スキルアップ④ 10/30（火） 全 　 職 　 員

★�区民や職場の同僚との良好な関係構築に向けた、コミュ
ニケーションスキルを身に付けたい採用2〜 6年目程
度の職員

説明力・交渉力強化⑤ 10/30（火）・31（水） 係長級以下の職員 ★�区民対応などの業務を円滑に行うため、分かりやすい説
明や交渉力を身に付けたい主任以下の職員

サポート研修

地方公務員法④ 10/24（水） 1 級 職 の 職 員 ★�地方公務員法の基本理念や仕事の法的根拠を意識して職
務を行いたい1級職の職員

行政法③ 10/30（火）・31（水） 主任以下の職員 ★�行政法の基礎知識を学び、行政職員としてその知識を仕
事に役立てたい職員

試行研修

政策法務 10/5（金）・9（火） 主任以下の職員 ★�政策法務を学び、その知識を事業運営等の実務で活用し
たい主任以下の職員

司法面接 10/18（木）・19（金） ①こども家庭支援センターを含む子ども家庭福祉行政に携わる心理職②児童福祉司任用資格取得者
※紙面の都合上、10月に実施する研修の一部を紹介しています（一部、11月に実施する研修を含む）。
※★は、各研修のメインターゲットとなる方についての表記となります。
※�研修の募集及び申込は各区の研修担当を通じて行います。なお、区の意向により参加できる研修が異なりますので、各研修の申込方
法や申込期限（研修実施日より一ヶ月程度前）については各区研修担当からの案内をご確認ください。
※研修内容の詳細については、特別区職員研修所ホームページ（http://www.tokyo23city.or.jp/kensyujo/index.html）もご覧ください。
� （特別区職員研修所）

特別区職員向けのページです。

ピック
アップ研修

　　　職層研修（清掃研修）『施設見学』
対　象：	①清掃事業に従事する技能系職員（技能主任以下）　②その他清掃事業主管部署の職員
内　容：	� 平成 29 年 9 月に竣工したばかりの「杉並清掃工場」と「中防処理施設」を見学します。
	� 23 区におけるごみの収集・運搬から中間処理、最終処分までの流れを学び、清掃事業全体についての理解を

深めます。

日時：10月12日（金）
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平成29年度
特別区人事・厚生事務組合の決算概要

平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算

額
は
83
億
5
7
0
3
万
1
0
0
0
円
で

し
た
が
、
そ
の
後
、
都
支
出
金
の
返

還
、
財
政
調
整
基
金
等
へ
の
積
立
、
宿

泊
所
高
浜
荘
移
転
改
築
事
業
、
退
職
手

当
額
等
の
補
正
を
行
い
、
最
終
予
算
額

は
87
億
2
3
6
9
万
2
0
0
0
円
と
な

り
ま
し
た
。

歳
入
歳
出
の
決
算
見
込
額
は
、
歳
入

が
84
億
9
4
7
6
万
2
8
5
9
円
（
対

前
年
度
比
6
・
5
％
の
増
）、
歳
出
が

80
億
6
7
5
万
7
3
4
4
円
（
対
前
年

度
比
8
・
6
％
の
増
）
と
な
り
ま
し

た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
内
訳
は
図
1
の
と
お

り
で
す
。

歳
入
決
算
の
概
要

各
区
か
ら
の
分
担
金
は
、
総
額

38
億
2
0
1
6
万
7
6
7
5
円
（
対
前

年
度
比
3
・
8
％
の
増
）
と
な
り
、
一

区
当
た
り
平
均
の
分
担
金
は
、
約
1
億 

6
6
0
9
万
円
で
し
た
。

な
お
、
一
般
会
計
に
お
け
る
過
去
5

年
間
の
特
別
区
分
担
金
の
額
と
歳
出
額

の
推
移
は
表
1
の
と
お
り
で
す
。

そ
の
ほ
か
、
路
上
生
活
者
対
策
事
業

等
に
係
る
都
支
出
金
、
厚
生
関
係
施
設

運
営
に
係
る
受
託
事
務
収
入
、
宿
泊
所

綾
瀬
荘
改
築
工
事
経
費
に
充
て
る
た
め

の
組
合
債
収
入
等
が
あ
り
ま
し
た
。

歳
出
決
算
の
概
要

事
業
別
歳
出
の
主
な
内
容
は
次
の
と

お
り
で
す
。

◎
総
務
管
理

21
億
8
0
2
7
万
6
8
6
9
円

�（
人
事
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
人

件
費
及
び
退
職
手
当
等
を
含
む
。）

総
務
事
務
及
び
監
査
事
務
等
を
行
う

と
と
も
に
、
今
後
の
退
職
手
当
見
込
額

を
踏
ま
え
、
財
政
調
整
基
金
へ
の
積
立

を
行
い
ま
し
た
。

◎
人
事
制
度
企
画

5
4
1
8
万
1
6
8
2
円

人
事
制
度
の
調
査
研
究
、
労
務
交
渉

及
び
職
員
相
談
等
に
関
す
る
事
務
を
行

い
ま
し
た
。
各
交
渉
等
の
実
施
回
数

は
、
団
体
交
渉
20
回
、
小
委
員
会
交
渉

2
回
、
専
門
委
員
会
交
渉
31
回
で
し

た
。

◎
職
員
研
修

3
億
3
4
6
9
万
9
8
7
円

�（
研
修
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
人

件
費
を
含
む
。）

秋
葉
原
の
東
京
区
政
会
館
分
室
に
お

い
て
、
専
門
研
修
、
職
層
研
修
、
ス

テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
研
修
、
自
治
体
経
営
研

修
、
サ
ポ
ー
ト
研
修
の
体
系
の
区
分
に

よ
り
、
共
同
研
修
を
実
施
し
ま
し
た
。

共
同
研
修
の
実
施
回
数
は
2
2
9
回
、

受
講
者
数
は
1
万
5
3
7
5
人
で
し
た

（
試
行
研
修
を
含
む
）。

な
お
、
児
童
相
談
所
設
置
に
向
け

て
、
関
連
研
修
を
試
行
実
施
し
ま
し

た
。

◎
法
務

1
9
5
0
万
9
6
3
6
円

特
別
区
に
関
す
る
訴
訟
、
調
停
及
び

図１　平成29年度特別区人事・厚生事務組合一般会計決算見込額

歳入総額
8,494,763
千円

歳出総額
8,006,757
千円

特別区分担金
3,820,168千円

45.0％

総務管理
2,180,277千円

27.2％
路上生活者対策
1,636,906千円

20.4％

厚生関係施設運営
3,055,877千円

38.2％

都支出金
1,413,270千円

16.6％

受託事務収入
1,342,958千円

15.8％

繰越金
603,026千円

7.1％

その他分担金
202,273千円
2.4％財産収入

97,553千円
1.2％

寄附金
187,460千円
2.2％

繰入金
213,128千円
2.5％

組合債
405,800千円
4.8％

組合債元利償還　337,519千円　4.2％

教育事務
53,847千円
0.7％

その他
177,030千円
2.1％法務・その他　19,595千円　0.2％

人事制度企画
54,182千円
0.7％

人事委員会運営　226,869千円　2.8％
公務災害補償等　106,994千円　1.3％
職員研修費　334,691千円　4.2％

使用料
32,097千円
0.4％

※構成比は四捨五入の関係上、合計が100%にならない場合があります。
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起
訴
前
の
和
解
に
関
す
る
事
務
を
行
い

ま
し
た
。
訴
訟
事
件
受
任
件
数
は

1
3
3
件
、
終
了
件
数
は
1
7
0
件
で

し
た
。

◎
公
務
災
害
補
償
等

1
億
6
9
9
万
3
5
2
8
円

特
別
区
の
非
常
勤
職
員
に
係
る
公
務

上
ま
た
は
通
勤
途
上
の
災
害
に
対
す
る

補
償
及
び
特
別
区
職
員
の
公
務
上
ま
た

は
通
勤
途
上
の
災
害
に
対
す
る
見
舞
金

の
支
給
を
行
い
ま
し
た
。

非
常
勤
職
員
公
務
災
害
補
償
費
の
支

給
実
績
は
8
3
0
件
、
特
別
区
職
員
公

務
災
害
見
舞
金
の
支
給
実
績
は
73
件
と

な
り
ま
し
た
。

◎
人
事
委
員
会
運
営

2
億
2
6
8
6
万
8
5
4
3
円

特
別
区
人
事
委
員
会
に
お
い
て
、
23

区
職
員
の
採
用
試
験
、
管
理
職
選
考
、

給
与
勧
告
、
公
平
審
査
等
の
事
務
を
行

い
ま
し
た
。

採
用
試
験
に
関
し
て
は
、
Ⅰ
類
採
用

試
験
区
分
に
心
理
職
を
、
経
験
者
採

用
試
験
区
分
に
福
祉
職
を
追
加
し

ま
し
た
。
採
用
試
験
全
体
の
受
験

者
は
2
万
6
9
6
人
、
合
格
者
数
は

3
8
8
5
人
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
30
年
度
か
ら
の
行
政
系

人
事
制
度
の
改
正
に
併
せ
て
シ
ス
テ
ム

改
修
を
行
い
ま
し
た
。

◎
厚
生
関
係
施
設
運
営

30
億
5
5
8
7
万
7
4
5
9
円

�（
厚
生
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
人

件
費
を
含
む
。）

生
活
保
護
法
に
基
づ
く
更
生
施
設

（
8
施
設
）、
宿
所
提
供
施
設
（
5
施

設
）
及
び
社
会
福
祉
法
に
基
づ
く
宿
泊

所
（
8
施
設
）
の
管
理
及
び
利
用
者
支

援
事
業
を
行
い
ま
し
た
。
現
在
、
す
べ

て
の
施
設
が
指
定
管
理
者
に
よ
り
運
営

さ
れ
て
い
ま
す
。

一
般
施
設
整
備
に
つ
い
て
は
計
46
件

の
改
修
工
事
を
行
い
ま
し
た
。
厚
生
関

係
施
設
再
編
整
備
計
画
に
基
づ
く
大
規

模
工
事
に
つ
い
て
は
、
平
成
27
年
度
か

ら
改
築
工
事
に
着
手
し
て
い
た
宿
泊
所

綾
瀬
荘
が
し
ゅ
ん
工
し
ま
し
た
。
そ
の

ほ
か
、
宿
泊
所
新
幸
荘
第
2
棟
改
修
工

事
に
係
る
基
本
設
計
委
託
等
及
び
宿
泊

所
高
浜
荘
移
転
改
築
工
事
に
係
る
解
体

関
連
経
費
を
支
出
し
ま
し
た
。

◎
路
上
生
活
者
対
策

16
億
3
6
9
0
万
6
2
3
8
円

路
上
生
活
者
あ
る
い
は
そ
の
お
そ
れ

の
あ
る
失
業
者
等
を
援
護
す
る
た
め
、

巡
回
相
談
、
自
立
支
援
、
地
域
生
活
継

続
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
長
期
化
、

高
齢
化
し
た
路
上
生
活
者
に
対
し
て
居

住
支
援
を
モ
デ
ル
実
施
し
ま
し
た
。

巡
回
相
談
件
数
は
延
べ
7
2
6
4

件
、
自
立
支
援
に
お
け
る
自
立
支
援
セ

ン
タ
ー
入
所
者
は
延
べ
1
0
1
9
人
、

地
域
生
活
継
続
支
援
事
業
に
お
け
る
訪

問
相
談
件
数
は
延
べ
2
0
0
3
件
、
モ

デ
ル
事
業
に
お
け
る
入
居
者
数
は
31
名

で
し
た
。

◎
教
育
事
務

5
3
8
4
万
6
9
2
8
円

�（
教
育
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
人

件
費
を
含
む
。）

特
別
区
人
事
・
厚
生
事
務
組
合
教
育

委
員
会
に
お
い
て
、
幼
稚
園
教
員
採
用

候
補
者
選
考
を
行
い
ま
し
た
。
受
験
者

数
は
5
0
8
人
、
合
格
者
数
は
41
人
と

な
り
ま
し
た
。

そ
の
ほ
か
、
園
長
・
副
園
長
・
主
任

教
諭
昇
任
選
考
及
び
各
職
層
に
応
じ
た

研
修
等
を
行
い
ま
し
た
。

◎
組
合
債
元
利
償
還

3
億
3
7
5
1
万
9
2
4
2
円

組
合
債
の
元
金
及
び
利
子
の
償
還
を

行
い
ま
し
た
。

主
に
厚
生
関
係
施
設
再
編
整
備
計
画

に
沿
っ
て
実
施
し
て
い
る
改
築
・
改
修

等
工
事
に
係
る
も
の
で
、
新
た
に
平
成

25
年
度
借
入
分
の
元
金
と
平
成
29
年
度

借
入
分
の
利
子
の
償
還
を
開
始
し
ま
し

た
。な

お
、
平
成
30
年
3
月
31
日
時
点
の

組
合
債
の
残
高
は
45
億
8
9
2
1
万 

7
7
3
6
円
で
、
過
去
5
年
間
の
年
度

末
現
在
の
残
高
推
移
は
表
2
の
と
お
り

で
す
。

（
特
別
区
人
事
・
厚
生
事
務
組
合
総
務
部
）

表1　特別区分担金及び一般会計歳出額の推移
特別区分担金 一般会計歳出

歳入額（千円） 対前年度比（％） 歳出額（千円） 対前年度比（％）

25年度 3,434,129 10.1 8,153,640 △3.5

26年度 3,422,326 △0.3 7,522,703 △7.7

27年度 3,634,709 6.2 8,084,041 7.5

28年度 3,681,784 1.3 7,371,850 △8.8

29年度 3,820,168 3.8 8,006,757 8.6

※平成29年度は決算見込額

表2　地方債（組合債）の推移

地方債残高（千円）

25年度 4,112,116 

26年度 4,106,251 

27年度 4,384,477 

28年度 4,467,628 

29年度 4,589,218 
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平成29年度
公益財団法人特別区協議会の決算概要

平
成
29
年
度
特
別
区
協
議
会
の
予
算

は
、
公
益
法
人
会
計
基
準
に
則
り
、
公

益
目
的
事
業
会
計
、
収
益
事
業
等
会
計

及
び
法
人
会
計
の
3
つ
の
会
計
で
編
成

し
、
さ
ら
に
、
公
益
目
的
事
業
会
計
は

3
区
分
、
収
益
事
業
等
会
計
は
2
区
分

で
経
理
し
、
効
率
的
な
執
行
を
心
掛
け

ま
し
た
。
各
会
計
の
決
算
の
概
要
は
、

次
の
と
お
り
で
す
。

公
益
目
的
事
業
会
計

特
別
区
の
自
治
に
関
す
る
調
査
研
究

及
び
普
及
啓
発
事
業
並
び
に
特
別
区
民

等
の
住
民
福
祉
の
向
上
に
資
す
る
知

識
、
教
養
の
普
及
に
関
す
る
事
業
（
公

1
事
業
）、
特
別
区
有
物
件
の
火
災
等

に
よ
る
損
害
の
補
て
ん
事
業
（
公
2
事

業
）、
特
別
区
の
共
同
事
業
の
執
務
及

び
特
別
区
の
連
携
協
議
等
の
場
と
し
て

の
東
京
区
政
会
館
等
の
管
理
運
営
事
業

（
公
3
事
業
）
を
行
い
ま
し
た
。

公
1
事
業
で
は
、
当
協
議
会
の
設
立

70
周
年
と
、
誕
生
か
ら
70
周
年
を
迎
え

る
特
別
区
制
を
記
念
し
た
講
座
や
紹
介

展
示
を
行
い
ま
し
た
。

収
入
決
算
額

15
億
6
6
2
1
万
2
4
7
7
円

支
出
決
算
額

14
億
2
2
0
1
万
6
2
0
5
円

主
な
収
入
は
、
東
京
区
政
会
館
等
に

係
る
使
用
料
及
び
賃
料
等
収
入
と
各
区

か
ら
の
分
担
金
、（
公
財
）
東
京
都
区
市

町
村
振
興
協
会
か
ら
の
助
成
金
で
す
。

主
な
事
業
内
容
及
び
支
出
は
以
下
の

と
お
り
で
す
。

＊
調
査
研
究
事
業

1
4
0
4
万
7
6
6
4
円

平
成
28
年
度
に
立
ち
上
げ
た
第
5
期

特
別
区
制
度
研
究
会
で
は
、
23
区
職
員

と
共
同
で
、
特
別
区
制
度
に
関
す
る
基

礎
的
な
調
査
研
究
に
取
り
組
み
、
第
20

回
特
別
区
制
度
懇
談
会
に
お
い
て
最
終

報
告
を
行
い
ま
し
た
。

自
主
研
究
で
は
、
東
京
大
学
公
共
政

策
大
学
院
と
連
携
し
、
平
成
6
年
か
ら

8
年
に
か
け
て
設
置
さ
れ
た
「
路
上
生

活
者
問
題
に
関
す
る
都
区
検
討
会
」
を

テ
ー
マ
に
、
検
討
会
に
携
わ
っ
た
実
務

経
験
者
か
ら
聞
き
取
り
調
査
を
行
い
、

報
告
書
「
特
別
区
政
研
究
8
」
を
作
成

し
ま
し
た
。

ま
た
、
特
別
区
の
自
治
の
歩
み
を
た

ど
る
「
東
京
大
都
市
地
域
の
物
語
」
シ

リ
ー
ズ
の
2
冊
目
と
し
て
、
昭
和
22
年

か
ら
27
年
ま
で
の
期
間
を
取
り
上
げ
、

特
別
区
の
自
治
確
立
に
向
け
た
都
区
の

紛
争
を
描
い
た
「
東
京
23
区　

自
治
へ

の
た
た
か
い
」
を
発
行
し
ま
し
た
。

法
務
調
査
事
業
で
は
、
特
別
区
の
事

務
事
業
に
係
る
法
律
上
の
紛
争
の
調
査

及
び
研
究
、
情
報
の
収
集
及
び
提
供
を

行
い
、「
特
別
区
法
務
資
料
（
第
47

巻
）」
を
発
行
し
ま
し
た
。

ま
た
、
特
別
区
等
に
お
い
て
法
律
的

専
門
知
識
を
有
す
る
職
員
の
確
保
・
育

成
を
推
進
す
る
た
め
、
法
科
大
学
院
へ

通
う
特
別
区
等
職
員
に
対
し
、
そ
の
就

学
に
係
る
費
用
を
助
成
し
ま
し
た
。

＊
情
報
提
供
・
普
及
啓
発
事
業

6
4
3
0
万
9
5
5
1
円

特
別
区
が
発
行
す
る
行
政
資
料
を
は

じ
め
、
自
治
に
関
す
る
資
料
や
一
般
で

は
入
手
困
難
な
歴
史
的
資
料
等
の
収

集
、
提
供
、
管
理
を
行
い
ま
し
た
。

ま
た
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
用
い
て
所

蔵
資
料
及
び
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
し
た
各

種
統
計
資
料
を
提
供
し
ま
し
た
。

講
座
・
講
演
会
に
つ
い
て
は
、
特
別

区
の
自
治
や
23
区
の
共
通
課
題
を
中
心

に
「
社
会
福
祉
」、「
都
市
の
安
全
・
安

心
、
危
機
管
理
」、「
特
別
区
制
度
・
自

治
」、「
公
文
書
管
理
」
を
テ
ー
マ
と
し

て
開
催
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
首
都
大

学
東
京
と
の
協
力
事
業
と
し
て
、
首
都

大
学
東
京
オ
ー
プ
ン
ユ
ニ
バ
ー
シ
テ
ィ

講
座
を
2
9
8
講
座
実
施
し
ま
し
た
。

都
市
交
流
事
業
に
つ
い
て
は
、
特
別

区
長
会
の
特
別
区
全
国
連
携
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
と
連
携
し
、
自
治
体
連
携
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
や
魅
力
発
信
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

の
他
、
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
の
運
営
を
行
い
、
23
区
と
全
国

自
治
体
と
の
連
携
交
流
促
進
を
図
り
ま

し
た
。
会
員
自
治
体
数
は
、
平
成
30
年

3
月
31
日
現
在
2
5
5
団
体
と
な
っ
て

い
ま
す
。

そ
の
他
、
観
光
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
配

架
、
特
別
区
・
東
京
都
・
関
連
団
体
・

全
国
連
携
賛
同
自
治
体
の
紹
介
展
示
及

び
全
国
連
携
展
示
の
希
望
区
で
の
巡
回

展
示
な
ど
を
実
施
し
ま
し
た
。

＊
オ
ー
ル
東
京
62
市
区
町
村
共
同
事
業

7
5
3
2
万
0
2
7
6
円

都
内
の
62
市
区
町
村
共
同
事
業
と
し

て
「
C
O
2
削
減
に
つ
な
が
る
活
動
の

普
及
・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
促
進
・
温
室

効
果
ガ
ス
排
出
抑
制
」、「
み
ど
り
の
保

全
と
地
球
温
暖
化
防
止
対
策
を
推
進
す

る
た
め
の
連
携
体
制
構
築
」、「
人
々
が

環
境
を
考
え
、
行
動
で
き
る
場
の
設

定
」
の
方
針
に
基
づ
き
、（
公
財
）
東

京
市
町
村
自
治
調
査
会
と
と
も
に
事
業

に
取
り
組
み
ま
し
た
。

そ
の
一
環
と
し
て
、
国
内
最
大
級
の

環
境
展
示
会
「
エ
コ
プ
ロ
2
0
1
7
」

へ
引
き
続
き
出
展
し
ま
し
た
。

＊
特
別
区
有
物
件
災
害
共
済
事
業

7
1
3
6
万
5
2
6
1
円

特
別
区
が
所
有
す
る
物
件
（
建
物
、

工
作
物
）
が
被
災
し
た
際
に
損
害
を
補

て
ん
す
る
共
済
事
業
に
つ
い
て
、
火

災
、
落
雷
、
破
裂
、
爆
発
、
風
災
、
水

災
、
雪
災
及
び
土
砂
崩
れ
を
対
象
に
実

施
し
ま
し
た
。

［
支
払
実
績
］

41
件　

5
2
1
7
万
6
1
0
5
円

（
内
訳
）

火
災
：
3
区
4
件
、

落
雷
：
1
区
1
件
、

雪
災
（
降
雹
）：
5
区
36
件

＊
区
政
会
館
管
理
運
営

5
億
3
3
1
9
万
7
7
7
8
円

当
協
議
会
所
有
の
東
京
区
政
会
館
に

入
居
し
て
い
る
公
共
団
体
、
公
益
団
体

の
執
務
環
境
を
良
好
に
維
持
す
る
た

め
、
平
成
26
年
度
に
改
定
し
た
中
長
期

修
繕
計
画
を
踏
ま
え
た
建
物
管
理
計
画

に
基
づ
き
、
計
画
修
繕
を
実
施
す
る
と

と
も
に
、
首
都
直
下
地
震
等
の
災
害
に

備
え
た
防
災
機
能
強
化
計
画
に
基
づ
き

工
事
に
着
手
し
ま
し
た
。

ま
た
、
特
別
区
職
員
研
修
所
が
入
居

し
て
い
た
旧
東
京
区
政
会
館
本
館
跡
地

に
建
設
を
予
定
し
て
い
る
（
仮
称
）
東

京
区
政
会
館
別
館
の
建
設
基
本
構
想
策

定
に
向
け
、
建
物
の
規
模
・
機
能
、
研

修
施
設
の
内
容
に
つ
い
て
検
討
を
進
め

ま
し
た
。
併
せ
て
、
竣
工
ま
で
の
間
の

同
研
修
所
の
仮
移
転
先
と
し
て
秋
葉
原

に
賃
借
し
て
い
る
東
京
区
政
会
館
分
室

の
管
理
を
行
い
ま
し
た
。

収
益
事
業
等
会
計

東
京
区
政
会
館
賃
貸
事
業
（
収
1
事
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業
）
及
び
特
別
区
が
連
携
し
て
実
施
す

る
事
務
を
支
援
す
る
事
業
（
他
1
事

業
）
を
行
い
ま
し
た
。

収
入
決
算
額

2
億
5
0
3
1
万
6
2
5
8
円

支
出
決
算
額

1
億
9
3
5
3
万
8
1
3
0
円

主
な
収
入
は
、
東
京
区
政
会
館
に
係

る
テ
ナ
ン
ト
賃
料
及
び
駐
車
場
賃
料
、

自
治
体
総
合
賠
償
責
任
保
険
事
務
手
数

料
で
す
。
ま
た
、
平
成
29
年
5
月
か
ら

（
仮
称
）
東
京
区
政
会
館
別
館
建
設
着

工
ま
で
の
3
年
間
に
つ
い
て
、
駐
車
場

活
用
を
目
的
と
し
た
土
地
貸
付
を
開
始

し
た
こ
と
に
よ
る
収
入
も
臨
時
的
に
発

生
し
て
い
ま
す
。

主
な
事
業
内
容
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

＊
自
治
調
整
資
金
立
替
事
業

特
別
区
の
職
員
が
職
務
に
起
因
し
て

法
律
上
の
争
い
の
当
事
者
と
な
っ
た

際
、
そ
の
裁
判
手
続
等
に
要
す
る
費
用

の
一
部
を
立
替
え
ま
し
た
。

［
支
払
実
績
］

38
名　

6
8
0
万
4
0
0
0
円

＊
自
治
体
総
合
賠
償
責
任
保
険
事
業

特
別
区
が
法
律
上
の
賠
償
責
任
を
負

担
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
被
る
損
害
を
て

ん
補
す
る
「
賠
償
責
任
保
険
」
と
、
法

律
的
責
任
は
な
い
も
の
の
道
義
的
立
場

で
特
別
区
が
被
害
者
に
支
払
う
補
償
金

（
見
舞
金
）
を
て
ん
補
す
る
「
補
償
保

険
」
及
び「
予
防
接
種
実
施
主
体
特
約

保
険
」
に
係
る
各
区
の
保
険
料
を
取
り

ま
と
め
、保
険
会
社
へ
支
払
い
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
28
年
10
月
か
ら
試
行
実

施
し
て
い
た
「
個
人
情
報
漏
え
い
保

険
」
は
、
平
成
29
年
4
月
よ
り
本
格
実

施
に
移
行
し
ま
し
た
。

［
支
払
実
績
］

賠
償
責
任
保
険
：
1
0
1
件

　
　
　
　

4
8
2
2
万
1
7
5
円

補
償
保
険
：
3
1
1
件
4
1
4
万
円

法
人
会
計

理
事
会
及
び
評
議
員
会
の
運
営
等
、

法
人
の
総
務
管
理
を
行
い
ま
し
た
。

収
入
決
算
額

1
0
3
5
万
3
0
6
5
円

支
出
決
算
額

2
0
0
6
万
2
4
8
8
円

主
な
収
入
は
、基
本
財
産
運
用
益
で

す
。

※�

職
員
人
件
費
、
東
京
区
政
会
館
の
維

持
管
理
経
費
等
は
、
各
会
計
で
按
分

の
上
、
支
出
し
て
い
ま
す
。

総
合
計

各
会
計
の
合
計
か
ら
会
計
間
の
や
り

取
り
の
重
複
を
除
い
た
（
内
部
取
引
消

去
）
後
の
合
計
は
次
の
と
お
り
で
す
。

収
入
決
算
額
計

17
億
7
4
2
0
万
4
6
3
6
円

支
出
決
算
額
計

15
億
8
2
9
3
万
9
6
5
9
円

各
会
計
の
収
入
支
出
決
算
額
及
び
当

期
収
支
差
額
は
表
の
と
お
り
で
す
。

（
特
別
区
協
議
会
総
務
部
）

各会計収入支出決算総括表
（単位：円）

収入決算額
（A）

支出決算額
（B）

当期収支差額
（C）＝（A）-（B）

公
益
目
的
事
業
会
計

公　1　事　業

388,516,870 361,202,036 27,314,834特別区の自治に関する調査研究及び普及啓
発事業並びに特別区民等の住民福祉の向上
に資する知識、教養の普及に関する事業

公　2　事　業

71,713,827 72,036,256 △ 322,429特別区有物件の火災等による損害の補てん
事業

公　3　事　業

1,105,981,780 988,777,913 117,203,867特別区の共同事業の執務及び特別区の連携
協議等の場としての東京区政会館等の管理
運営事業

小　　　　　計 1,566,212,477 1,422,016,205 144,196,272

収
益
事
業
等
会
計

収　1　事　業
215,864,967 167,760,181 48,104,786

東京区政会館賃貸事業

他　1　事　業

34,451,291 25,777,949 8,673,342特別区が連携して実施する事務を支援する
事業

小　　　　計 250,316,258 193,538,130 56,778,128

法 人 会 計
10,353,065 20,062,488 △ 9,709,423

法人の管理経費

各 会 計 合 計 1,826,881,800 1,635,616,823 191,264,977

内 部 取 引 消 去 △ 52,677,164 △ 52,677,164 0

合　　　　　計 1,774,204,636 1,582,939,659 191,264,977
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特
別
区
長
会
と
連
携
協
力
協
定
を
締

結
し
た
北
海
道
町
村
会
と
の
連
携
事
業

と
し
て
、
北
海
道
十
勝
地
域
の
展
示
を

東
京
区
政
会
館
1
階
に
て
開
催
し
ま

す
。今

年
度
、
第
1
回
目
と
な
る
今
回
の

展
示
で
は
、
十
勝
地
域
の
「
ア
ウ
ト
ド

ア
・
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ
」
に
焦
点
を
あ

て
た
北
海
道
十
勝
地
域
の
魅
力
を
ご
紹

介
し
ま
す
。「
ア
ウ
ト
ド
ア
×
観
光
」

に
よ
る
十
勝
地
域
の
新
た
な
可
能
性
を

紹
介
す
る
と
と
も
に
、
十
勝
の
美
し
い

風
景
の
写
真
や
十
勝
を
紹
介
し
た
パ
ネ

ル
、
バ
ナ
ー
を
展
示
し
ま
す
。
ま
た
、

北
海
道
町
村
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
提

供
、
自
治
体
P
R
動
画
を
上
映
し
ま

す
。
魅
力
あ
ふ
れ
る
十
勝
の
素
晴
ら
し

さ
、
そ
し
て
新

し
い
北
海
道
の

魅
力
を
発
見

し
、
北
海
道
と

の
交
流
を
深
め

て
い
た
だ
く

き
っ
か
け
に
し

て
い
た
だ
け
れ

ば
幸
い
で
す
。

◆
展
示
期
間

　

�

平
成
30
年
8
月
21
日（
火
）〜
9
月
27

日（
木
）（
日
曜
日
・
祝
日
を
除
く
）

◆
展
示
時
間

　

�

平
日
午
前
9
時
〜
午
後
8
時
30
分

　

土
曜
日
午
前
9
時
〜
午
後
5
時

◆
関
連
イ
ベ
ン
ト

　

�

特
産
品
の
販
売
会
な
ど
を
開
催
し
ま
す
。

　

�

平
成
30
年
8
月
30
日（
木
）午
前
11
時

〜
午
後
4
時

◆
主
催　

�

特
別
区
長
会
、
公
益
財
団
法

人
特
別
区
協
議
会

◆
連
携
協
力

　

�

北
海
道
町
村
会
（
音
更
町
、
士
幌

町
、
上
士
幌
町
、
鹿
追
町
、
新
得

町
、
清
水
町
、
芽
室
町
、
中
札
内

村
、
更
別
村
、
大
樹
町
、
広
尾
町
、

幕
別
町
、
池
田
町
、
豊
頃
町
、
本
別

町
、
足
寄
町
、
陸
別
町
、
浦
幌
町
）

◆
後
援
（
予
定
）

　

東
京
都
、
十
勝
町
村
会
、
帯
広
市

全
国
連
携
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

一
環
と
し
て
、

各
地
域
の
自
治

体
の
魅
力
や
特

色
を
広
く
発
信

す
る
場
と
し
て

「
魅
力
発
信
イ

ベ
ン
ト
」
を
開
催
し
ま
す
。

今
年
度
は
、
連
携
協
定
締
結
先
の
11

地
域
の
食
材
を
使
用
し
た
「
コ
ッ
ペ
パ

ン
祭
り
」
を
実
施
し
ま
す
。
ま
た
、
定

番
の
銘
酒
か
ら
隠
れ
た
銘
酒
ま
で
飲
み

比
べ
が
で
き
る
「
地
酒
ス
ト
リ
ー
ト
」

や
毎
年
好
評
の
「
マ
ル
シ
ェ
」
も
開
催

し
ま
す
。

各
自
治
体
の
「
食
」
や
「
ま
ち
」
の

魅
力
が
満
載
で
す
。

ぜ
ひ
ご
来
場
く
だ
さ
い
。

◆
主
催　

�

特
別
区
長
会
、
公
益
財
団
法

人
特
別
区
協
議
会

◆
連
携
協
力

　

�

北
海
道
町
村
会
、
京
都
府
市
長
会
、

京
都
府
町
村
会
、
青
森
県
市
長
会
、

青
森
県
町
村
会
、
千
葉
県
町
村
会
、

広
島
県
町
村
会
、
奈
良
県
町
村
会
、

群
馬
県
市
長
会
、
群
馬
県
町
村
会
、

埼
玉
県
町
村
会

◆
後
援

　

�

内
閣
府
地
域
創
生
推
進
事
務
局
、
東

京
都

◆
日
時　

�

平
成
30
年
9
月
8
日
（
土
）、

9
日
（
日
）
午
前
10
時
〜
午

後
6
時

　
　
　
　

�（
コ
ン
テ
ン
ツ
毎
に
実
施
時

間
が
異
な
り
ま
す
。）

◆
会
場　

ま
る
ご
と
に
っ
ぽ
ん

　
　
　
　
（
台
東
区
浅
草
2-

6-

7
）

◆
イ
ベ
ン
ト
構
成

　

�

「
コ
ッ
ペ
パ
ン
祭
り
」「
地
酒
ス
ト

リ
ー
ト
」「
マ
ル
シ
ェ
」「
ス
テ
ー

ジ
」「
ベ
ス
ト
シ
ョ
ッ
ト
ブ
ー
ス
」

◆�

魅
力
発
信
イ
ベ
ン
ト
開
催
記
念
セ
レ

モ
ニ
ー

・
日
時　

�

平
成
30
年
9
月
8
日
（
土
）

　
　
　
　

午
前
10
時
30
分
〜
午
前
11
時

・
会
場　

1
F
ま
る
ご
と
広
場
ス
テ
ー
ジ

「特別区全国連携プロジェクト」の
取り組みについて

平
成
30
年
度　

第
1
回

全
国
連
携
展
示（
北
海
道
町
村
）

あ
そ
ぼ
う
！
十
勝
の
空
の
下

〜�

北
海
道
十
勝
で
ア
ウ
ト
ド
ア
＆

ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ
〜

平
成
30
年
度

第
1
回　

魅
力
発
信
イ
ベ
ン
ト

◆
各
事
業
の
問
い
合
わ
せ
先

特
別
区
協
議
会
事
業
部
事
業
推
進
課

☎
︎0
3-

5
2
1
0-

9
9
1
0

詳
し
く
は
、「
全
国
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
」ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

http://collabo.tokyo-23city.or.jp/

前回連携イベント（特産品販売）の様子

昨年度マルシェの様子

特
別
区
協
議
会
で
は
、
東
京
都
公
文

書
館
と
の
連
携
事
業
と
し
て
、第
8
回

公
文
書
管
理
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
ま
す
。

公
文
書
管
理
法
は
、
主
に
国
の
行
政

機
関
等
を
対
象
と
し
た
、
公
文
書
の
管

理
ル
ー
ル
に
つ
い
て
定
め
た
法
律
で
す

が
、
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
も
、
同

様
に
適
正
な
管
理
を
努
め
る
よ
う
求
め

て
い
ま
す
。

今
年
度
は
「
今
問
わ
れ
る
地
方
公
共

団
体
の
文
書
管
理
―
は
じ
め
の
一
歩
を

踏
み
出
す
た
め
に
」
と
題
し
、
相
模
原

市
立
公
文
書
館
長
の
飯
田
生
馬
氏
を
講

師
に
迎
え
、
限
ら
れ
た
条
件
の
中
で
公

文
書
管
理
条
例
の
制
定
、
公
文
書
館
の

設
置
を
実
現
し
た
理
念
と
方
法
を
お
話

し
い
た
だ
き
ま
す
。

◆
日
時　

平
成
30
年
9
月
4
日
（
火
）

　
　
　
　

午
後
2
時
〜
午
後
5
時（
予
定
）

◆
会
場

　

東
京
区
政
会
館
20
階
会
議
室

　
（
千
代
田
区
飯
田
橋
3-

5-

1
）

◆
参
加
対
象

　

�

都
内
区
市
町
村
及
び
一
部
事
務
組
合

等
の
職
員
で
、
文
書
管
理
等
を
担
当

す
る
職
員

◆
定
員　

80
人

◆
申
込

　

�

開
催
案
内
に
つ
き
ま
し
て
は
、各
団

体
の
文
書
担
当
課
に
送
付
し
て
お
り

ま
す
。

◆
申
込
期
限

　

平
成
30
年
8
月
24
日
（
金
）

（
特
別
区
協
議
会
事
業
部
）

東
京
都
公
文
書
館
・
特
別
区
協
議
会

連
携
セ
ミ
ナ
ー「
今
問
わ
れ
る
地
方

公
共
団
体
の
文
書
管
理
―
は
じ
め
の

一
歩
を
踏
み
出
す
た
め
に
」を
開
催
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●�財務諸表の構造とその読み方（応用編）�【講座コード：1821E006】

＊講座の概要については、首都大学東京オープンユニバーシティパンフレットより引用しております。（特別区協議会事業部）

　企業経営がグループ化（集団化）された今日にあっては、
親会社の財務諸表のみで当該企業の実態を把握すること
は危険です。連結財務諸表の開示が義務づけられている
上場企業等に限らず、非上場の一般企業そして公企業に
おいても、関係企業を含めた財務諸表の作成は本来不可
欠です。そこで、本講座では財務諸表の連結に関する基
礎知識とともに事例研究による「すぐに役立つ財務諸表
の読み方」を学習します。
※持ち物：電卓、マーカー
※�講師が作成するレジュメを配布しますので、テキスト
の購入は不要です。

講　師：�三沢　清 （みさわ　きよし）
	� 杏林大学・八王子市連携講座講師
日　程：9/3〜10/15　月曜4回
時　間：19：00〜20：30
受講料：10,000円
場　所：飯田橋キャンパス（東京区政会館３階）

●アサーティブネス・トレーニング� 【講座コード：1821E008】
　自分を大切にし、相手も尊重する自己表現トレーニング

　「アサーティブネス」とは、「自分と相手をお互いに尊
重しながら、言いたいことを伝え、物事を前進させてい
くこと」です。ビジネスやマネジメントの場面はもちろ
ん、家族や地域社会での良好な人間関係を築くためには、
アサーティブなコミュニケーション能力が欠かせません。
この講座では、自己主張が苦手、あるいは自己主張はす
るがついつい攻撃的になってしまうなど、自分の特徴を
知り、お互いが気持ちよくコミュニケーションを続ける
ために有効なスキルについて、実演や、演習を通して学
びます。

講　師：本間　達哉（ほんま　たつや）
　　　　株式会社コーチ・エィ　エグゼクティブ・コーチ
日　程：9/6〜9/27　木曜4回
時　間：19：00〜20：30
受講料：10,000円
場　所：飯田橋キャンパス（東京区政会館３階）

※特別区職員互助組合員の方はお申込みの際、必ずお電話で同組合員である旨と『組合員番号』をお申し出ください。
＜問い合わせ先＞

首都大学東京オープンユニバーシティ事務室　https://www.ou.tmu.ac.jp/web/

Tel.03－3288－1050 （平日　９：00〜17：30）

●パンフレットを無料送付いたします。

※�なるべく、前回講義の復習をお願いします（復習のポ
イントは、毎回、お伝えします）。
※�平成 30年度春期講座「財務諸表の構造とその読み方
（基礎編）」の関連講座ですが、新規の方の受講も可能
です。

首都大学東京オープンユニバーシティ
飯田橋キャンパスより
９月開講講座のご案内です！！
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東
京
二
十
三
区
清
掃
一
部
事
務
組
合

は
、「
経
営
計
画
」
及
び
「
一
般
廃
棄

物
処
理
基
本
計
画
」
に
基
づ
き
、
一
般

廃
棄
物
の
全
量
中
間
処
理
を
担
い
、
区

民
の
信
頼
に
応
え
る
べ
く
安
全
か
つ
安

定
し
た
清
掃
工
場
等
の
効
率
的
運
営
を

行
っ
て
い
ま
す
。

平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算

額
は
7
3
5
億
5
5
0
0
万
円
で
、
補

正
後
の
最
終
予
算
額
は
7
8
0 

億
1
3
0
0
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

決
算
見
込
額
は
図
の
と
お
り
で
、
歳

入
が
7
8
4
億
4
5
5
7
万
円
（
対
前

年
度
比
7
・
4
％
増
）、
歳
出
が
7
4
8 

億
2
4
8
5
万
円（
対
前
年
度
比
7
・

2
％
増
）
で
す
。

歳
入　

杉
並
清
掃
工
場
（
平
成
29
年

9
月
し
ゅ
ん
工
）
の
稼
働
等
に
よ
り
売

却
電
力
量
が
増
加
し
、
電
力
エ
ネ
ル

ギ
ー
売
払
収
入
が
増
収
と
な
り
ま
し

た
。歳

出　

前
年
度
に
引
き
続
き
杉
並
清

掃
工
場
（
平
成
29
年
9
月
し
ゅ
ん
工
）

と
光
が
丘
清
掃
工
場
の
建
替
工
事
に
加

え
、
目
黒
清
掃
工
場
の
建
替
工
事
に
着

手
し
ま
し
た
。

そ
の
ほ
か
、
埋
立
処
分
量
の
削
減
を

図
る
た
め
、
焼
却
主
灰
の
セ
メ
ン
ト
原

料
化
の
規
模
を
拡
大
し
ま
し
た
。（
平

成
29
年
度
は
約
1
万
7
0
0
0
ト
ン
）

決
算
の
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

歳
入
決
算
の
概
要

◎ 

分
担
金
及
び
負
担
金

3
3
4
億
円

特
別
区
分
担
金
で
す
。

◎ 

使
用
料
及
び
手
数
料

1
5
4
億
4
5
0
1
万
8
1
4
5
円

廃
棄
物
処
理
手
数
料
な
ど
で
す
。

◎ 

繰
入
金

48
億
9
8
0
0
万
円

「
特
別
区
分
担
金
」
を
抑
制
す
る
た

め
、「
財
政
調
整
基
金
」
か
ら
繰
り
入

れ
、
財
源
対
策
を
図
り
ま
し
た
。

◎ 

諸
収
入

1
1
0
億
8
0
2
1
万
6
5
0
3
円

ご
み
の
焼
却
熱
を
利
用
し
た
電
力
・

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
売
払
収
入
（
1
0
4 

億
7
7
5
6
万
円
）
と
ご
み
か
ら
回
収

し
た
鉄
・
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
な
ど
有
価
物

の
売
払
収
入
等
で
す
。

歳
出
決
算
の
概
要

◎ 

議
会
費

1
5
9
2
万
9
1
8
円

議
会
及
び
議
会
事
務
局
の
運
営
に
要

し
た
経
費
で
す
。

◎ 
総
務
費42

億
7
5
8
5
万
3
2
1
円

本
庁
に
勤
務
す
る
職
員
の
人
件
費
、

本
庁
管
理
経
費
、
安
全
衛
生
経
費
、
企

画
広
報
経
費
な
ど
で
す
。

◎ 

清
掃
費

6
0
4
億
9
4
9
万
9
0
3
8
円

施
設
の
管
理
・
運
営
経
費
で
あ
る

「
清
掃
費
」
と
、
建
替
等
の
経
費
で
あ

る
「
施
設
整
備
費
」
か
ら
な
っ
て
い
ま

す
。

▼ 

清
掃
費

4
2
4
億
1
9
0
0
万
5
4
3
円

こ
の
う
ち
、
職
員
人
件
費
を
除
い
た

清
掃
工
場
等
の
運
営
に
係
る
経
費
は

2
7
1
億
4
0
1
万
円
、
不
燃
・
粗
大

ご
み
処
理
施
設
の
運
営
に
係
る
経
費
は

55
億
1
8
0
5
万
円
、
し
尿
処
理
施
設

の
運
営
に
係
る
経
費
は
2
億
1
0
5
万

円
、
焼
却
灰
等
の
埋
立
処
分
に
係
る
経

費
は
23
億
3
3
1
7
万
円
で
し
た
。

な
お
、
焼
却
主
灰
の
セ
メ
ン
ト
原
料

化
に
係
る
経
費
は
、
7
億
6
9
6
4
万

円
（
実
証
確
認
分
の
経
費
8
6
9
4
万

円
を
含
む
。）
で
し
た
。

▼ 

施
設
整
備
費

1
7
9
億
9
0
4
9
万
8
4
9
5
円

施
設
整
備
計
画
に
基
づ
く
事
業
の
ほ

か
、
清
掃
工
場
や
不
燃
・
粗
大
ご
み
処

理
施
設
の
機
能
向
上
を
図
る
た
め
に
要

し
た
経
費
で
す
。

主
な
内
訳
は
、
杉
並
清
掃
工
場
（
平

成
29
年
9
月
し
ゅ
ん
工
）、
光
が
丘
清

掃
工
場
や
目
黒
清
掃
工
場
の
建
替
工

事
、
多
摩
川
清
掃
工
場
及
び
足
立
清
掃

工
場
の
プ
ラ
ン
ト
制
御
用
電
算
シ
ス
テ

ム
整
備
工
事
等
で
す
。

◎ 

公
債
費30

億
6
6
5
7
万
4
7
4
8
円

組
合
債
の
元
金
及
び
利
子
の
償
還
に

要
し
た
経
費
で
す
。

◎ 

諸
支
出
金

70
億
5
7
0
0
万
円

年
度
間
の
調
整
財
源
と
し
て
、「
財

政
調
整
基
金
」
へ
の
積
立
て
を
行
い
ま

し
た
。

（
東
京
二
十
三
区
清
掃
一
部
事
務
組
合

総
務
部
財
政
課
）

平成29年度
東京二十三区清掃一部事務組合の決算概要

歳入 78,445,573 歳出 74,824,845

平成29年度 東京二十三区清掃一部事務組合決算見込額（単位：千円）
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平成29年度
東京二十三区清掃協議会の決算概要

平
成
29
年
度
に
お
け
る
23
区
の
ご
み

量
は
、
区
収
集
及
び
持
込
ご
み
合
わ
せ

て
、
2
7
6
万
5
5
6
8
・
0 

7
ト
ン

で
し
た
。

前
年
度
と
比
較
し
て
、
区
収
集
は

5
5
6
3
・
6 

7
ト
ン
減
少
し
、
持

込
ご
み
は
1
万
6
8
3
8
・
5

 

4

ト
ン
増
加
し
ま
し
た
。
全
体
で
は

1
万
1
2
7
4
・
8 

7
ト
ン
増
加
し
ま

し
た
。

（
東
京
二
十
三
区
清
掃
一
部
事
務
組
合

総
務
部
事
業
調
整
課
）

東
京
二
十
三
区
清
掃
協
議
会
は
、
23

区
と
清
掃
一
部
事
務
組
合
の
事
務
の
一

部
を
共
同
処
理
す
る
た
め
の
組
織
で
、

清
掃
車
の
雇
よ
う
じ
ょ
う上
契
約
や
一
般
廃
棄
物
処

理
業
・
浄
化
槽
清
掃
業
の
許
可
事
務
、

連
絡
調
整
事
務
を
行
っ
て
い
ま
す
。

平
成
29
年
度
の
決
算
額
は
次
の
と
お

り
で
す
。

歳
入�

1
5
0
7
万
8
5
7
1
円

清
掃
協
議
会
は
、
各
区
の
負
担
金
に

よ
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
他

に
前
年
度
か
ら
の
繰
越
金
と
、
諸
収
入

と
し
て
預
金
利
子
が
あ
り
ま
し
た
。

◎ 

負
担
金�
9
2
0
万
円

（
各
区
均
等
割
）

◎ 

繰
越
金�

5
8
7
万
8
4
6
6
円

◎ 

諸
収
入�

1
0
5
円

歳
出�

9
3
5
万
4
2
8
7
円

◎ 

総
務
管
理
費

▼
管
理
費�

3
2
3
万
1
8
0
6
円

協
議
会
管
理
運
営

・�

清
掃
協
議
会
全
体
の
総
務
及
び
清

掃
協
議
会
の
会
議
体
の
運
営
に
関

わ
る
事
務
を
行
い
ま
し
た
。

◎ 

管
理
執
行
費

▼
雇
上
契
約
事
務
費�

8
9
8
2
円

雇
上
契
約
事
務

・�

清
掃
車
の
雇
上
契
約
に
関
わ
る
事

務
を
行
い
ま
し
た
。

▼
許
可
事
務
費

6
0
4
万
4
2
5
9
円

許
可
事
務

・�

一
般
廃
棄
物
処
理
業
及
び
浄
化
槽

清
掃
業
の
許
可
に
関
わ
る
事
務
を

行
い
ま
し
た
。

◎ 

連
絡
調
整
費

▼
車
両
事
務
費�

6
万
9
2
4
0
円

清
掃
車
両
仕
様
調
整

・�

清
掃
車
両
の
仕
様
の
調
整
に
関
わ

る
事
務
を
行
い
ま
し
た
。

（
東
京
二
十
三
区
清
掃
協
議
会
）

諸収入
0

（0%）

連絡
調整費
69

（0.7%）

管理
執行費
6,053

（64.7%）

総務
管理費
3,232

（34.6%）負担金
9,200
（61%）

繰越金
5,878
（39%）

歳　入
15,079

歳　出
9,354

平成29年度  東京二十三区清掃協議会決算額（単位：千円）

平
成
29
年
度  

東
京
23
区
の
ご
み
収
集
量
に
つ
い
て

表　 東京23区のごみ収集量

種　別
区収集及び持込ごみ量（t） 前年度比

（％）平成29年度 平成28年度
区 収 集 1,782,644.23 1,788,207.90 99.7
可　燃 1,677,253.44 1,678,490.32 99.9

（うち管路） （4,190.64） （4,131.70）
不　燃 46,714.75 51,816.87 90.2
粗　大 58,676.04 57,900.71 101.3
持　込 982,923.84 966,085.30 101.7
計 2,765,568.07 2,754,293.20 100.4

3,058
2,947

2,876

2,841

2,831

2,817

2,783

2,784

2,754

2,766
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平成２９年度　特別区競馬組合の決算概要

　　　　　　　　　　　　　　　開 催 成 績� （各回対比）

回別 開催日程 売得金額 利用者数 １日平均 前年度同時期対比（１日平均）
売得金額 利用者数 １人当り購買金額 売得金額 利用者数 １人当り購買金額

5 6/4〜8 6,482,065,980円 708,909人 1,296,413,200円 141,782人 9,140円 109.2% 109.8% 99.3%
6 6/25〜29 8,443,612,060円 893,779人 1,688,722,410円 178,756人 9,450円 102.8% 111.0% 92.6%

１　競馬事業の状況
　平成29年度の大井競馬は、全20開催、97日にわたり
開催いたしました。（積雪の影響により、開催を１日中
止しました。）平成29年11月３日には、ダート競馬の祭
典であるJBC競走が２年ぶりに大井競馬場で実施され、
TCK所属馬ララベル号（荒山勝徳厩舎）の勝利もあり
大盛況のうちに終えることができました。年末の東京大
賞典競走では、地方競馬１レースの売上レコードとなる
4,273,071,200円を記録するとともに、３年連続で１日の売
上レコードを更新して、7,043,657,260円の売上を記録しま
した。また、５月にはTCK所属の的場文男騎手が地方競
馬通算7,000勝を達成するなど、TCKが注目を集めること
が多い１年でした。
　平成29年度の総売得金額は1266億4200万円、一日平均
では13億500万円で、前年度と比べ9.3％の増加となりまし
た。売得金額の内訳を見ると、在宅投票が794億7300万円
で、総売得金額に対してシェアは62.8％となり、大井本場
は126億4400万円で全体の10.0％となっています。
　平成29年度の総利用人員は1,331万人余、一日平均で
は、137,307人で前年度と比べ
12.6％の増加となりました。この
うち大井競馬場への来場者数は
621,957人、一日平均では6,411人
で前年度と比べ8.5％の増加とな
りました。
２　決算概要
　平成29年度の競馬事業損益計
算による当年度純利益は、55億
5000万円となりました。
　営業収益は1355億3600万円で、
主な内訳は勝馬投票券発売収入
等からなる競馬開催収益が1287
億6200万円、他の競馬場の勝馬
投票券を大井競馬場等で場外発
売すること等による場外業務収
益が66億6900万円などとなって
います。
　営業費用は1298億5600万円で、このうち大井競馬の開
催に要する競馬開催費用が1249億200万円、次いで他の競

馬場の勝馬投票券を大井競馬場等で発売するための経費
である場間場外費用が44億6200万円、什器備品・機械装
置等の資産のうち平成29年度に費用化した償却費が３億
2200万円などとなっています。
　営業収益から営業費用を差し引いた営業利益は、56億
8000万円となりました。
　また、受取利息や株式配当金などからなる営業外収益
は５億4400万円、各区への株式配当金配分金等からなる
営業外費用は６億4400万円で、これらの差し引きに営業
利益を加算した経常利益は55億8100万円となりました。
これに、特別利益と特別損失との差額を加えたものが当
年度純利益で55億5000万円となります。
３　損益状況の推移
　過去の損益状況をみると、平成22年度以降黒字決算を
続けており、近年５年間の純利益は、平成25年度が15億
400万円、平成26年度が20億1100万円、平成27年度が47億
9100万円、平成28年度が40億9700万円、平成29年度も決
算概要のとおり前年度を大きく上回る55億5000万円の黒
字決算となりました。

（特別区競馬組合競馬事務局経理課）
＊�本文中の金額の数字は100万円未満切り捨て、％は小数
点第２位を四捨五入となっております。
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●無料バスのご案内
①大井町線（京急・東急バス）
　往路：JR大井町駅（中央口東・7番停留所）
　復路：正門3番乗り場より運行
②大森線（京急バス）★TCK開催中のみ運行
　往路：JR大森駅（東口・C7番停留所）京急大森海岸駅経由
　復路：正門2番乗り場より運行
③錦糸町線（はとバス）　★トゥインクルレース開催及び年末開催中のみ運行
　往路：JR錦糸町駅（南口） 復路：北門横バス乗り場より運行
●復路のみの無料バスのご案内
①品川駅経由目黒線（都バス・品93系統路線バス）
　復路：正門1番乗り場より運行
②JR品川駅直行バス（都バス）★トゥインクルレース開催及び年末開催中のみ運行
　復路：正門1番乗り場より運行

●その他の交通機関のご案内（有料）
　東京モノレール「大井競馬場前」駅
　下車、徒歩2分
　京浜急行「立会川」駅（急行停車）
　下車、徒歩12分

■駐車場のご案内
　第1～第3駐車場2,647台
　料金：1日1台につき車1,000円、
　オートバイ200円（オートバイは
　第3駐車場のみ）

■交通のご案内

No.341　平成30年8月10日発行

10月の開催予定

競 馬 開 催 日
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マイルグランプリレディスプレリュード 川崎競馬開催

船橋競馬開催

大井競馬開催大井競馬開催

浦和競馬開催

9月の開催予定

競 馬 開 催 日

大　　　　　井

川　　　　　崎

船　　　　　橋

浦　　　　　和

1 2 3 4 5 6 7 8 9
土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

浦和競馬開催

船橋競馬開催

東京記念川崎競馬開催

大井競馬開催大井競馬開催

東京記念（SⅠ）
●9月19日（水）
●2,400m
1964年の東京オリンピック開催を記念して創設された、TCKでは数少ない長距離重賞
です。第1回から変わることなく2,400mの距離で実施されている伝統の古馬重賞です。
2013年から全国の地方所属馬が参戦し、秋の大一番JBCクラシックを目指す実力馬に
よる激しい戦いに注目が集まります。

浦和競馬開催

東京盃（JpnⅡ）
●10月10日（水）
●1,200m

レディスプレリュード（JpnⅡ）
●10月11日（木）
●1,800m

マイルグランプリ（SⅡ）
●10月31日（水）
1,600m

1967年に創設された、
地方競馬では全国で初と
なる短 距 離 重 賞 で す 。
1995年から全国交流

レースとなり、現在はJRAや他地区のスプリンターたちが集
結し、自慢の快足を披露します。11月の大一番、JBCスプリン
トの行方を占う意味でも大切な一戦です。

プレリュード（前奏曲）の
名の通り、2011年に新
設されたJBCレディスク
ラシックの前哨戦として、

TCKディスタフから名称を変更しました。2013年からは
「JpnⅡ」競走となり、JRAも含め全国各地から牝馬のトップク
ラスが参戦する交流競走として、見逃せない一戦です。

スピードと持久力が
試 さ れ る マ イ ル 戦

（1,600m）で、年末に
向けての重賞戦線を

見据えた有力馬たちが出走します。過去の優勝馬には南関
東を代表する数多くの実力馬が名を連ねています。

大井競馬開催

東京盃


